2009年度国際民事訴訟法　春学期末試験　(追試験) (高橋宏司担当)
第一問
甲国人Xは甲国で歩行中、近くを走行したトラックのタイヤが外れ、その直撃を受けて重傷を負った。そこで、Xは、同トラックを製造した甲国企業Yに対する損害賠償請求訴訟を甲国裁判所に提起した。Yは応訴したが、実損額の填補として日本円にして４千万円相当、懲罰的損害賠償として１千万円相当をXに支払うことをYに命ずる判決が確定した。甲国は、近年、行政指導による事前規制を緩和し、司法による事後的救済を重視する政策に転換してきており、その一環として、民事裁判を通じて制裁および一般的抑止を図るために懲罰的損害賠償が導入された。Y製造のトラックは以前にもタイヤが外れる事故が何度か起きており、その都度、甲国で行政指導を受けていたが、政策転換に伴って近年は指導が緩和されていた。甲国では、勝訴当事者は自らの弁護士費用を敗訴当事者に請求できず、弁護士費用は補償的損害賠償によっても填補されないこととなっているところ、法社会学的研究によれば、懲罰的損害賠償はそれを事実上補う社会的機能も営んでいる。本判決の懲罰的損害賠償部分の日本における執行の可能性に関して特に問題となる要件について論ぜよ。なお、執行対象財産の所在という点を除いて、本事案は日本と関連がない。(期末試験総計80点中30点)
第二問
X社は、ある食品を製造する方法について、甲国で登録された特許権(「本件特許」という)を有している。Xは、Y社が、当該方法により製造された食品を甲国で輸入し、本件特許を侵害したと主張して、日本で損害賠償請求の訴訟(「本件訴訟」という)をYに対して提起した。Yは乙国で設立され、乙国に本店を有するが、日本に営業所を有している。以下の独立した小問(1)から(4)に答えよ。

(1) 本件訴訟について、日本に国際裁判管轄が認められるか。(10点)
(2) Yが本件特許の無効確認の反訴を提起した場合、この反訴について、日本に国際裁判管轄が認められるか。(10点)
(3) 本件訴訟について、Yは、弁論準備手続において申述し、管轄を争わなかったが、本件特許は無効であるとの抗弁を提出した。裁判所はどのように手続を進めるべきか。(20点)
(4) XとYの間には、本件特許の有効性に関する訴訟について、乙国の裁判所を指定する専属管轄合意があり、それに依拠して、乙国裁判所は、本件特許の無効を確認する判決を下し、それが確定している。本件乙国判決が日本で承認されるための間接管轄は認められるか。(10点)
